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抄録：情報技術の変化に伴い、デジタル技術を用いてレファレンスサービスを提供す
ることが可能となった。日本の大学図書館や公共図書館など様々な館種でもデジタル
レファレンスサービスの事例報告が見受けられるが、専門図書館におけるデジタルレ
ファレンスサービスについて書かれた文献はほとんど見られない。今回専門図書館に
おけるデジタルレファレンスサービスの導入状況について既存の資料を用いて検討し
た。また専門図書館関西地区協議会加盟館の図書館員への聞き取り調査を行なった。
その結果、日本の専門図書館ではデジタルレファレンスサービスの導入は、公共図書
館、大学図書館に比較して進んでいないことが示唆された。専門図書館のうち、特に
企業図書館で、施設外へのレファレンスサービスを実施していない施設が多いこと、
また専門図書館ではスタッフ数の少ない小規模施設の割合が大きい等が関与している
可能性がある。 
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１．本研究の目的 
情報伝達手段の変化とともに、図書館を
取り巻く環境が変化してきた。図書館にお
けるレファレンスサービスは情報入手の手
段として利用されてきたが、近年の情報技
術の変化に伴って、デジタルレファレンス
サービスを提供することが可能となった。 
アメリカではデジタルレファレンスサー
ビスが積極的に導入されて普及しており、
日本でも導入されつつある。日本の大学図
書館や公共図書館など様々な館種における 
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デジタルレファレンスサービスの事例報告
が見受けられる。一方専門図書館における
デジタルレファレンスサービスについて書
かれた文献はほとんど見られない。専門図
書館ではデジタルレファレンスサービスは
あまり普及していないのだろうか。本稿で
はこの問題を検討した。また専門図書館へ
のデジタルレファレンスサービスの導入が
遅れているとすれば、その要因を検討し今
後の展開について考察することを目的とし
た。  
本稿で調査するデジタルレファレンスサ
ービスは、直接図書館に出向かなくても受
けられるサービスを主たる対象とし、特に
ウェブ上に設けられたフォームを含むメー
ルを利用して、図書館に寄せられた質問に
対して回答を行なうサービスを対象とした。 
専門図書館には企業の図書館、業界団体
の図書館、特定の主題領域に特化した図書
館などが含まれる。広義の専門図書館には、
一部の大学図書館や公共図書館を含む場合
があり、専門図書館協議会 1）にもこれらが
加入している。本稿では特記がない限り、
企業の図書館を主たる対象とする。 
  
２ .  デジタルレファレンスサービス 
2.1 デジタルレファレンスサービスの定
義・ガイドライン 
 デジタルレファレンスサービスを実施す
るためのガイドラインは各図書館で設けら
れていると考えられる。ここでは国際図書
館連盟（IFLA）およびアメリカ図書館協会
（ALA）の定義・ガイドラインを示す。 
 
（1）国際図書館連盟（IFLA）の定義・ガ
イドライン 
2001 年にボストンでおこなわれた会議
（IFLA 2001 Conference）で、デジタルレ
ファレンスサービスのガイドラインに関す
るプロジェクトが承認された。2002 年 12
月に Digital Reference Guidelines and 
Standards2) が発表されたが、冒頭で
Virtual Reference Canada3)の記述を引用
し て い る 。 virtual reference, digital 
reference, e-reference, Internet 
information services, live referenceそして
real-time reference といった用語は、様々
なコンピュータ技術を用いたレファレンス
サービスを記述するのに、ほぼ同じ意味で
使用されている 4)。このことはデジタルレ
ファレンスサービスの用語や定義が多様で
あることを示している。 
 
（2）アメリカ図書館協会（ALA）の定義・
ガイドライン 
 アメリカ図書館協会（ALA）には、図書
館における関心分野により 10 を超える部
会が存在する。その中にレファレンスサー
ビスを研究対象とするレファレンス・利用
者サービス部会（RUSA）があり、その理
事会で 2004 年 6 月に承認されたバーチャ
ルレファレンスサービスに関するガイドラ
インは、以下のとおりである 5)（日本語訳
は斎藤 6)より引用）。 
・電子的に開始されるレファレンスサービ
スであり、しばしばリアルタイムで行われ
る。その際、利用者はコンピュータやその
他のインターネット技術を用いて、レファ
レンススタッフとのコミュニケーションを
行う。  
・オンライン情報はバーチャルレファレン
スサービスの提供にあたり、しばしば活用
されるが、回答の探索において電子情報源
の利用はバーチャルレファレンスの本質で
はない。 
・バーチャルレファレンス質問については、
電話、ファックス、対面、郵便など、バー
チャルではないコミュニケーション方式を
使って、さらに確認が行われることがある。 
 
2.2 デジタルレファレンスサービスの概
念  
デジタルレファレンスサービスの特徴と
して複数の技術・手段が存在する。現在主
に以下の 3 つの概念が考えられている。技
術の進化に伴い、また図書館や図書館員の
おかれた状況によりこれらも変化する可能
性がある。 
 
（1）電子メールを利用したデジタルレファ
レンスサービス 
質問受付および回答提供の手段として電
子メールを用いるレファレンスサービスで
ある。来館、電話、手紙、FAX と同様に、
電子メールが利用される。利用者が質問の
電子メールを作成し送信する場合だけでな
く、各図書館のウェブサイト上に用意され
たフォームに、名前、連絡先、質問内容、
既知の事柄などを記入するものも含む。利
用者は図書館に対して質問し、図書館のレ
ファレンスサービス担当者から回答を得る。
質問を受けた図書館が、従来からある他館
との協力体制を利用して ILL および質問回
答の援助を受ける場合もあるが、図書館と
利用者との間においては、単一館が質問を
受け回答する。 
 
（2）ネットワーク上で質問の受付および回
答を提供するサービス 
複数の図書館がネットワークを構築し、
協力して質問に回答するレファレンスサー
ビスである。所蔵資料、回答に費やすこと
のできる持ち時間、レファレンスサービス
を担当する図書館員の人数など様々な理由
により単館では回答できない場合に、利用
者に対してよりよいサービスを提供するこ
とができる。 
 どの図書館に質問を振り分けるかを決定
する過程において、人的な作用を必要とす
るネットワークがある一方で、図書館の所
蔵資料の分野や開館時間帯などの様々な条
件をあらかじめ入力することにより自動的
に振り分けるネットワークもある 7)8)9)。  
後者のように、ほとんどの過程が自動化
されている場合、利用者はこのサービスを
利用するにあたっては、現実には存在しな
い図書館に質問することもありうる。ネッ
トワーク上に設けられた、すなわち仮想設
定されたレファレンスデスクに質問を行い、
そこから回答を得る。ネットワーク上で質
問の受付および回答を提供するサービスと
しては、米国の QuestionPoint10)がよく知
られている。構想段階であったが、専門図
書館協議会の「共同レファレンスサービス
計画 11)」もネットワークを利用したデジタ
ルレファレンスサービスであった。 
 
（3）間接的デジタルレファレンスサービス 
質問回答サービスを提供するための資料
の収集やリンク集の作成や提供などデジタ
ル技術を利用して入手・構築できる情報源
やサービスを指す。 
 
2.3 デジタルレファレンスサービスの特
質  
 デジタルレファレンスサービスは、時
間・場所に関わる特質、意志伝達方法に関
わる特質、コミュニケーション機能に関わ
る特質、質問内容に関わる特質、インフォ
メーション機能に関わる特質、他館との関
係における 4 つの特質に分類される。 
 
（1）時間・場所に関わる特質 
 デジタルレファレンスサービスが導入さ
れると、レファレンスサービスを受ける場
所や時間は限定されない。24時間いつでも
質問することが可能である。またレファレ
ンス調査の依頼者は、当該図書館に来館せ
ずとも、サービスを受けることができる。
ただし回答を受け取る時間帯や回答を受け
取るまでに要する時間は、図書館の開館時
間や図書館員の勤務時間、依頼者のデジタ
ル環境等に左右される。 
 
（2）意志伝達方法に関わる特質 
 図書館員と利用者がレファレンス質問に
対してやりとりする意志伝達の過程につい
ての特質である。斎藤は相互作用の点から、
デジタルレファレンスサービスを同期・非
同期に分けている 12)。チャットを利用した
レファレンスサービス（ライブレファレン
ス）のように、ほぼ同じ時間帯に双方がや
りとりできる方式を同期、電子メールやウ
ェブフォームを利用したメールのように、
ライブでやりとりができないものを非同期
としている。同期のデジタルレファレンス
サービスには、テキストによるチャットだ
けでなく、テレビ会議のように映像を伝達
する方法 13)や質問者と回答者がウェブブラ
ウザの画面を共有して操作することができ
るコ・ブラウジングも含まれる 14)と考えら
れる。  
 
2.4 日本におけるデジタルレファレンス
サービスの現状 
 デジタルレファレンスサービスの歴史や
現状に関する著述は、その導入が欧米中心
に進められたため、欧米での実践例や考察
に関するものが多く見られるが、ここでは
紙面の都合上割愛し日本でのサービスにつ
いて言及する。 
日本では、アメリカのような図書館間で
協力しておこなうネットワーク式の質問回
答サービスのデジタルレファレンスサービ
スはまだ普及してしないと言われており、
電子メールによるデジタルレファレンスサ
ービスが主流であると考えられる。このサ
ービス導入の前提として、ホームページ公
開があると考えられることより、まず国内
の図書館におけるホームページ公開につい
て検討した。 
 
1）図書館におけるホームページ作成  
日本で最初にホームページを作成した大
学図書館は、千葉大学附属図書館とされる。
1995 年 12 月発行の図書館報に URLが記
載されている 15)。  
公共図書館としては、1995年末に神戸市
立中央図書館が試験的にホームページを開
設した。1996年中には、少なくとも 10以
上の公共図書館でホームページが開設され
た 16)。  
 専門図書館におけるホームページ作成公
開の先駆的な試みについての雑誌記事での
報告等は見られない。 
2）メールによるレファレンスサービス 
三重大学附属図書館では、1998年に図書
館のウェブページにレファレンス受付フォ
ームを公開した 17)。大学図書館については、
公共図書館よりもメールによるレファレン
スサービスの進展が遅かったとされる。下
記の公共図書館の状況調査が行われた
2003 年時点で､大学図書館の電子メールレ
ファレンスの提供率は､6.7％であった 18)。 
 公共図書館としては、岐阜県図書館が
1996 年 10 月から電子メールによる質問の
受付を開始した。1997年には、北海道立図
書館情報システム・ネットワーク（Lis-net）
が本格稼働した。全国公共図書館協議会に
よる 2003年に実態調査では、公共図書館に
おける電子メールレファレンスサービスの
実施状況は､全体の約 37％であった 19)。  
専門図書館としては、国立国会図書館が
2002 年から図書館を対象とした登録制の
電子メールによるレファレンスサービスを
開始した 20)。  
 
3）ホームページ上からの自館目録検索等
（Web OPAC を含む） 
1997 年 12 月の時点で、大学図書館 65
館がウェブで、27 館が Telnet で目録検索
を提供していた 21)。伊藤によると、2005
年 1月 6日の時点で、電子メール等による
デジタルレファレンスサービスを実施して
いる大学図書館は 13 館であった 22)。  
伊藤は公共図書館におけるデジタルレフ
ァレンスサービスの実施館を、実践女子大
学図書館のウェブページ上でまとめている。
これによれば 2005 年 6 月 14日の時点で、
都道府県立図書館 47 館のうち 34 館
（72.3%）で電子メール等による質問が可
能であり、電話またはファクスのみ利用可
能が 11館、不明 2館であった。また市町村
立図書館 30 館で電子メール等による質問
が可能であった 23)。専門図書館は 7館がデ
ジタルレファレンスサービスを実施とされ
ているが詳細は不明である。これは公共図
書館、大学図書館に比較して少ない。 
 
4）ネットワーク式で質問回答サービスをお
こなうデジタルレファレンスサービス 
 国内にも QuestionPoint に参加している
図書館がある 24)。2007年 12月時点で、国
際基督教大学図書館、農林水産研究情報セ
ンターの 2館が参加している。（株式会社紀
伊国屋書店 OCLC センターの新元氏によ
る）。 
 
5）チャットによるデジタルレファレンスサ
ービス  
 日本では報告が少ない。国立大学図書館
協議会が 2003 年に発行した報告書 25)によ
れば、同協議会ではチャットやオンライン
ビデオを用いた同期型デジタルレファレン
スサービスへの展開を目標としているよう
である。 
 
6）レファレンス事例データベース 
国立国会図書館では、2002年に図書館を
対象とした登録制の電子メールによるレフ
ァレンスサービスを開始し、2005年にはレ
ファレンス協同データベース事業を開始し
ている。これはレファレンス事例を中心と
したデータベースであり、質問回答サービ
スではないが、全国規模の事業として積極
的に運用されている。2012 年 12月時点で
は公共図書館 356、大学図書館 155、専門
図書館 48、国会図書館 11、その他 9、総計
579 館が参加している 26）。 
 
３．専門図書館について 
3.1 専門図書館の定義 
 専門図書館の定義は、1970年代から原田
27)や、前園 28)らにより行われた。前園はの
ちに専門図書館の定義を１）専門主題中心
の定義、２）設置母体中心の定義、３）利
用者中心の定義、４）その他の判定規準を
持つ定義、５）複数の基準を持つ定義、に
分類している 29)。一方、青柳は、これらの
定義では、公共図書館や大学図書館を排除
できない可能性を指摘している 30)。 
 専門図書館協議会の定款 31)では、第 3条
で「官庁の図書館、地方議会の図書室及び
民間企業、各種団体、大学、調査研究機関
の図書館等」を「専門図書館等」として扱
っていると読め、その定義づけは先の前園
の分類によれば設置母体によると解釈でき
る。  
 
3.2 専門図書館の設置目的と運営 
 専門図書館の設置・運営については、法
的に何ら規定されていないと考えられる。
図書館に関する法に専門図書館やその他の
図書館という項目はない 32)。国立国会図書
館は専門図書館に分類されることがあるが、
同館には根拠となる法規、国立国会図書館
法がある。 
 
3.3 企業図書館の定義 
 企業図書館とは企業が設立した専門図書
館を指す。青柳は企業内専門図書館という
用語を採用し、企業内専門図書館に勤務す
る情報専門職は、親機関である企業組織体
の競争力の維持・強化に貢献するために、
有益な情報提供サービスを実施していかな
ければならないとした 33)。  
ただ現在の企業図書館には、パブリシテ
イを含めた広義のサービスの一環としての
側面がある。従来の定義は専門図書館に含
まれる企業図書館の利用者が社員等に限定
される場合を想定している可能性があり、
一般あるいは組織外の利用者が利用する専
門図書館・企業図書館も少ないながら存在
する現状と必ずしも合致していない。なお
2012 年専門図書館統計によれば一般公開
している企業図書館は 8.9%であった。
OPACの一般公開は 4.4%（7館）であった
34)35)36)37)。  
 
3.4 企業図書館の設置目的と運営、業種区
分  
 青柳は、企業図書館の親機関の業種区分
について 38)、科学技術分野の資料情報を取
り扱う企業図書館が、124機関（74.3%）と
報告した。製造業などの業種の技術部門、
研究開発部門や研究所などに附設された図
書館が該当する。人文社会科学分野の資料
情報を取り扱う企業図書館は、 43 機関
（25.7%）であった。出版、報道、金融、
調査機関などの業種の資料部門や調査部門
などの附設された図書館が該当する。 
 
3.5 専門図書館・企業図書館の業務内容  
 山本は、専門図書館の業務内容を以下の
ように挙げている 39) 
1）機関のトップ層に意思決定のための情報
を提供する。 
2）企画部門に経営に関する情報を提供する。 
3）営業部門等にマーケット関連情報を提供
する。  
4）研究員等のスタッフにマーケットあるい
はマネジメント関連情報を提供する。 
5）研究員、技術者に技術情報を提供する。 
 
 専門図書館のコレクションは、主題分
野・テーマを中心に据えて、高い専門性の
もとに網羅的に構築されることが多く、単
行書、逐次刊行物、小冊子・リーフレット、
社内資料、電子資料、データベースなど、
その形態や媒体も多様である 40)。その対象
は市販の図書・雑誌だけでなく、いわゆる
灰色文献と呼ばれる政府や民間研究機関の
調査報告書など通常の出版ルートには乗ら
ず入手困難だが、重要な出版物なども含ま
れることがある 41)。  
専門図書館、とりわけ企業図書館による情
報の提供は、その内容・結果が企業間の競
争にも関わってくるため、迅速さが求めら
れる。公共図書館や大学図書館においては、
利用者のプライバシー保護にも関連して情
報入手後の使い道についてはあまり深く追
求しない場合が多いが、企業図書館では利
用者に目的を尋ね、それに応じて情報を分
析・加工したり、リクエストされた範囲を
超えてさらに追加の情報を提供したりする
などの積極的なサービスが求められること
がある 42)。 
 
3.6 専門図書館の相互協力とネットワー
ク  
 専門図書館では、従来から種々の相互協
力活動が行なわれてきた。小規模の図書館
も多く、自館のコレクションだけでは多様
なリクエストに応じられないからである。 
専門図書館同士の相互協力には、次のよ
うなものがある。専門図書館協議会や情報
科学技術協会など図書館の職能団体、大手
町資料室連絡会 43)、神奈川県資料室研究会
44)45)など地域でのネットワーク、鉄鋼、建
築などコレクションの専門分野に特化した
ネットワークなど多様である。灰色文献探
偵団 46)のように目的が明確なネットワーク
も存在する。 
 専門図書館は他館種と比べスタッフの数
が少ないため、実務者レベルの個人的な協
力ネットワークがつくりやすいという利点
があるが、一方組織の方針に影響を受けや
すく大がかりなネットワークがつくりにく
い側面もある。 
 
3.7 企業図書館の歴史と現状－規模と職
員－  
企業図書館の歴史的な状況の推移は、専
門図書館協議会の刊行する『専門情報機関
総覧』中の専門情報機関統計に示されてい
る。青柳は『専門情報機関総覧』に掲載さ
れた企業図書館数の推移を検討し、1960年
代に企業図書館の開設数がピークを迎えて
いること、企業図書館数は 1976 年に 693
と最多であったが以後減少していることを
示した。また同協議会の総会資料より会員
機関数の推移を検討した。1960年代から漸
増した会員機関数は 1992年～1998年ごろ
に 700に近い数でピークに達したが、2000
年以降減少し、2004年には約 600であった。 
 2012年の『専門情報機関総覧 47)』掲載の
専門情報機関統計では、民間企業内の情報
機関（企業図書館）の平均スタッフ数は示
されていないが、民間企業内の情報機関
201 のうちスタッフ数 2 名以下が 67
（42.4%）、3から 5名が 48（30.4%）、6か
ら 10名が 32（20.3%）、11名以上が 7（4.4%）
であった。掲載された全専門情報機関 1,700
（企業図書館を含む）では、スタッフ数 2
名以下が 424（24.9%）、3から 5 名が 469
（27.6%）、6 から 10 名が 318（18.7%）、
11 名以上が 446（26.2%）であった（表 1）。
2006 年および 2009年の数字を見ても、同
様に少人数で運営されている企業図書館が
多く、専門図書館全体と比較しても企業図
書館の特徴と言えよう。 
司書有資格者をみると、民間企業体が設
立した企業図書館は平均 1.0 人であり、専
門図書館の専門情報機関全体では 1 施設当
たり平均 4.8人であった。なお青柳は 2005 
表1　スタッフ数別設立母体別情報機関数(割合)
2006年 2名以下 3から5名 6から10名 11名以上 未回答 計
国・政府関係機関 35 54 36 26 2 153
割合（%） 22.9 35.3 23.5 17.0 1.3
地方議会 89 96 44 20 1 250
割合（%） 35.6 38.4 17.6 8.0 0.4
公共図書館 1 16 26 99 1 143
割合（%） 0.7 11.2 18.2 69.2 0.7
大学付属 51 117 121 210 4 503
割合（%） 10.1 23.3 24.1 41.7 0.8
学会団体 78 73 33 13 4 201
割合（%） 38.8 36.3 16.4 6.5 2.0
民間企業体 109 94 28 18 4 253
割合（%） 43.1 37.2 11.1 7.1 1.6
国際機関・外国政府機関 14 8 2 1 0 25
割合（%） 56.0 32.0 8.0 4.0 0.0
美術館・博物館 43 63 41 39 5 191
割合（%） 22.5 33.0 21.5 20.4 2.6
その他 6 14 3 2 2 27
割合（%） 22.2 51.9 11.1 7.4 7.4
総計 426 535 334 428 23 1746
割合（%） 24.4 30.6 19.1 24.5 1.3
2009年 2名以下 3から5名 6から10名 11名以上 未回答 計
国(政府)関係機関・独立行
政法人
38 60 35 32 1 166
割合（%） 22.9 36.1 21.1 19.3 0.6
地方議会・地方自治体 95 80 43 25 4 247
割合（%） 38.5 32.4 17.4 10.1 1.6
公共図書館（国立を含む） 5 11 24 104 1 145
割合（%） 3.4 7.6 16.6 71.7 0.7
大学・大学院（付属研究所
を含む）
52 128 125 194 5 504
割合（%） 10.3 25.4 24.8 38.5 1
学会・協会・団体内 73 65 26 8 6 178
割合（%） 41.0 36.5 14.6 4.5 3.4
民間企業内 88 73 19 17 4 201
割合（%） 43.8 36.3 9.5 8.5 2.0
国際機関・外国政府機関内 11 5 3 0 2 21
割合（%） 52.4 23.8 14.3 0 9.5
美術館・博物館 47 41 50 28 8 174
割合（%） 27.0 23.6 28.7 16.1 4.6
その他 32 33 16 18 4 103
割合（%） 31.1 32.0 15.5 17.5 3.9
総計 441 496 341 426 35 1739
割合（%） 25.4 28.5 19.6 24.5 2  
2012年 2名以下 3から5名 6から10名 11名以上 未回答 計
国(政府)関係機関・独立行
政法人
36 64 24 31 7 162
割合（%） 22.2 39.5 14.8 19.1 4.3
地方議会・地方自治体 77 68 27 10 5 187
割合（%） 41.2 36.4 14.4 5.3 2.7
公共図書館（国立を含む） 7 8 18 95 1 129
割合（%） 5.4 6.2 14.0 73.6 0.8
大学・大学院（付属研究所
を含む）
59 120 120 209 10 518
割合（%） 11.4 23.2 23.2 40.3 2
団体・団体内（公社財・一般
社財・NPO等）
88 84 29 22 5 228
割合（%） 38.6 36.8 12.7 9.6 2.2
民間企業体 67 48 32 7 4 158
割合（%） 42.4 30.4 20.3 4.4 2.5
国際機関・外国政府機関内 11 8 2 0 0 21
割合（%） 52.4 38.1 9.5 0 0
美術館・博物館・資（史）料
館
73 68 59 52 10 262
割合（%） 27.9 26.0 22.5 19.8 3.8
公文書館（文書館）（国・公
立含む）
2 1 7 20 1 31
割合（%） 6.5 3.2 22.6 64.5 3.2
その他 4 0 0 0 0 4
割合（%） 100 0 0 0 0
総計 424 496 341 426 35 1739
割合（%） 24.4 28.5 19.6 24.5 2.0
専門情報機関統計より  
年に企業図書館に勤務するスタッフを対象
にアンケート調査を行った 48)。対象者は企
業図書館に勤務するすべての情報専門職で
ある。同調査では企業図書館では 2～3名で
運営している機関がもっとも多く、84機関
（50.3%）を占めており、次いで 1 名で運
営している機関が、29 機関（17.4%）を占
めていた。企業図書館は、ワンパーソンラ
イブラリーと呼ばれるスタッフ数 1 名によ
って運営されている機関が多いとされる 49)
が、青柳の調査では、派遣社員などの非社
員も含めてスタッフ数を尋ねているため、2
～3名の機関が多くなったと考察している。 
 
3.8 企業図書館の外部利用者への公開 
2012 年専門情報機関統計によれば、民間
企業体設立の情報機関（企業図書館）158
の利用者への公開の状況は、 116 機関
（73.4%）が非公開であり、限定公開 28機
関（17.7%）、一般公開 14機関（8.9%）で
あった。全専門情報機関 1,619 のうち、非
公開が 193 機関（11.9%）であり、限定公
開 52 機関（34.7%）、一般公開 914 機関
（56.5%）であることと比較しても非公開
機関の約三分の二近くを企業図書館が占め
ており、その非公開性は顕著であると言え
る。この傾向は、2000 年～2009 年の専門
情報機関統計でも同様にみられた。（表 2） 
なお青柳の 2005 年調査によれば企業図
書館のうち外部利用者に公開している機関
は 14 機関（8.4%）であった。153 機関
（91.6%）が外部へ非公開であり、親機関
へのサービス提供を目的とした企業図書館
の特性をあらわしているとしている 50)。 
 
４．専門図書館におけるデジタルレファレ
ンスサービス 
4.1 専門図書館・企業図書館におけるデジ
タルレファレンスサービスの現状 
 専門図書館におけるデジタルレファレン
スサービスの現状を表 2 に示した。これは
「設立母体別専門情報機関デジタルレファ
レンスサービス導入状況」を示したもので、
専門図書館協議会の刊行する「専門情報機
関総覧」掲載の 2000～2009 年の専門情報
機関統計より筆者が作成した。なお 2012
年「専門情報機関統計」には、レファレン
スサービスの状況を示す表の掲載がなかっ
たため 2012 年については外部公開の状況
のみを示している。 
2009年の統計では専門情報機関 1,761の
うち、所属機関内に電子メールによるレフ
ァレンスサービスを行なっている機関数は
713(40.5%)、Webページによるレファレン
スサービスを行なっている機関数は
239(13.6%)、所属機関外に電子メールによ
るレファレンスサービスを行なっている機
関数は 556 (31.6%)、Web ページによるレ
ファレンスサービスを行なっている機関数
は 155 (8.8%)であった。  
2000 年、2003年、2006年と 2009年を
比較すると、所属機関内に電子メールによ
るレファレンスサービスを行なっている機
関、Webページによるレファレンスサービ
スを行なっている機関（2006年以前はホー
ムページまたはグループウエアによるレフ
ァレンスサービスとの比較、以下同じ）、所
属機関外に電子メールによるレファレンス
サービスを行なっている機関、Webページ
によるレファレンスサービスを行なってい
る機関とも増加し、その割合も増加してい
た。  
 
4.2 企業図書館と大学図書館、公共図書館
の比較 
 レファレンスサービス導入状況を専門情
報機関の設立母体別にみると、設立母体が
民間企業体である情報機関のうち電子メー
ルにより所属機関内にレファレンスサービ
スを提供している割合は 2009 年で 46.3%
であった。同統計による公共図書館
（35.2%）、大学附属専門情報機関（53.8%）
と明らかな差はみられないが、電子メール
により所属機関外にレファレンスサービス
を提供している割合は 5%と公共図書館
（51%）、大学附属専門情報機関（42.1%）
より低くなっていた。（表 2、次ページ） 
次いで図書館、大学図書館および公共図
書館等とのデジタルレファレンスサービス
の普及率（提供率）の比較を、以下に述べ
るグループ間でこころみた。 
専門情報機関統計に示される「機関種別」
は、回答された調査票の「館種」への回答 
（2009年の調査票には 9つの選択肢が掲載
されている）により分類される。なお複数
の選択肢が選ばれた場合は、協議会での集
計時に単一の館種を選択することになって
いる 51)。そのため民間企業が設立した団体
が開設した図書館や、企業が設立した美術
館・博物館に付属する図書館などは民間
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表3　設立母体別グループ分け後専門情報機関デジタルレファレンスサービス導入状況
2000年調査 レファレンスサービス 総計 割合（%）
グループＡ
合計
割合（%）
グループＢ
合計
割合（%）
グループＣ
（民間企業体）
割合（%）
所属機関内
提供サービス
電子メール 363 19.3 237 18.5 176 21.7 132 41.4
ホームページまたはグ
ループウエア
123 6.6 76 5.9 53 6.5 39 12.2
所属機関外
提供サービス
電子メール 175 9.3 95 7.4 59 7.3 5 1.6
ホームページまたはグ
ループウエア
62 3.3 27 2.1 13 1.6 0 0
総計 1874 1283 811 319
2003年調査 レファレンスサービス 総計 割合（%）
グループＡ
合計
割合（%）
グループＢ
合計
割合（%）
グループＣ
（民間企業体）
割合（%）
所属機関内
提供サービス
電子メール 540 31.3 329 29 236 33.2 142 52.4
ホームページまたはグ
ループウエア
160 9.3 101 8.9 68 9.6 47 17.3
所属機関外
提供サービス
電子メール 349 20.2 185 16.3 116 16.3 14 5.2
ホームページまたはグ
ループウエア
80 4.6 44 3.9 21 3 2 0.7
総計 1724 1134 710 271
2006年調査 レファレンスサービス 総計 割合（%）
グループＡ
合計
割合（%）
グループＢ
合計
割合（%）
グループＣ
（民間企業体）
割合（%）
所属機関内
提供サービス
電子メール 647 37.1 348 31.6 231 33.1 112 44.3
ホームページまたはグ
ループウエア
202 11.6 104 9.5 78 11.2 52 20.6
所属機関外
提供サービス
電子メール 468 26.8 230 20.9 140 20.1 15 5.9
ホームページまたはグ
ループウエア
138 7.9 57 5.2 35 5 4 1.6
総計 1746 1100 697 253
2009年調査 レファレンスサービス 総計 割合（%）
グループＡ
合計
割合（%）
グループＢ
合計
割合（%）
グループＣ
（民間企業内）
割合（%）
所属機関内
提供サービス
電子メール 713 40.5 382 35.0 232 34.3 93 46.3
Webページ 239 13.6 119 10.9 74 10.9 43 21.4
所属機関外
提供サービス
電子メール 556 31.6 264 24.2 145 21.4 10 5
Webページ 155 8.8 74 6.8 39 5.8 4 2
総計 1761 1090 677 201
 グループＡ　「公共図書館」と「大学付属等」を除く専門情報機関

 グループＢ　Ａからさらに「国・政府関係機関等」および「地方議会等」が
設立母体である専門情報機関を除いた、専門情報機関
 グループＣ　「民間企業体（企業内）」設立による専門情報機関のみ
 『専門情報機関総覧』専門情報機関統計より
企業体の開設した図書館に分類されない可
能性がある。一方、これらの図書館で実質
的に企業図書館として機能しているものが
あると言われている。同様に実質的に大学
図書館や公共図書館である図書館が他の館
種に分類されている可能性も考えられる。
大学図書館、公共図書館や企業図書館が、
他の種類の館種に分類された場合も、その
影響をできるだけ小さくする目的で以下の
グループ分けを行った（表 3）。 
 まず『専門情報機関総覧 52)53)54)55)』掲載
の専門情報機関統計に計上された情報機関
を設立母体（館種）により次の 3 つにグル
ープ分けした。 
 グループＡ 「公共図書館」と「大学付
属」を除く専門情報機関 
グループＢ Ａからさらに「国・政府関
係機関」および「地方議会」が設立母体で
ある専門情報機関を除いた、専門情報機関 
グループＣ 「民間企業体」設立による
専門情報機関のみ 
Ａは、設立母体が「国・政府関係機関」、
「地方議会」、「学会団体」、「民間企業体」、
「国際機関・外国政府機関」、「美術館・博
物館」、「その他」である専門情報機関であ
る。例えば、農林水産省図書館、大阪市会
図書室が含まれる。 
Ｂは、設立母体が「学会団体」、「民間企
業体」、「国際機関・外国政府機関」、「美術
館・博物館」、「その他」である専門情報機
関である。例えば、神奈川県立歴史博物館
ミュージアムライブラリー、カナダ大使館
E.H.ノーマン図書館が含まれる。 
なお 2009年専門情報機関統計では、Aに
は 1,090機関が、Bには 677機関が、Cに
は 201機関が該当する。ＡよりＢのほうが、
またＢよりＣのほうが、大学図書館または
公共図書館が含まれる可能性が小さくなる
と考えた。 
 ３つのグループごとに専門情報機関のデ
ジタルレファレンスサービス導入状況を、
2000 年と 2009年で比較すると全専門情報
機関のデジタルレファレンスサービス普及
率が、「所属機関内サービス」、「所属機関外
サービス」、「電子メール」、「ホームページ
またはグループウエア」（2009 年において
は「Webページ」）のいずれの組み合わせに
おいても、増加していた。経時的にみると
2000 年から 2003年への増加は著しい。同
じ傾向がグループＡでもみられる。一方グ
ループＢ、グループＣ（民間企業体設立の
専門情報機関）では 2000年から 2003年に
かけて普及率増加が見られたが、2003年と
2006 年を比較すると、必ずしも普及率は増
加しておらず、グループＢとＣ（民間企業
体設立の専門情報機関）のように「電子メ
ールによる所属機関内提供サービス」のよ
うに普及率が減少したものもあった。これ
は企業図書館数の減少によるのかもしれな
い。なお所属機関内レファレンスサービス
のうち、「Webページによるレファレンスサ
ービス」の普及率（2006年以前はホームペ
ージまたはグループウエアによるレファレ
ンスサービスとの比較）はいずれの年にお
いても、グループＣ（民間企業体設立の専
門情報機関）がグループＡ、Ｂおよび専門
情報機関全体のいずれと比較しても高くな
っていた。 
 以上より大学図書館におけるデジタルレ
ファレンスサービスの普及率は、企業図書
館における普及率を上回っているが、専門
図書館全体の普及率を下回っている可能性
が示唆された。 
 あわせて上田の調査による大学図書館に
おけるデジタルレファレンスサービス導入
状況 56)を掲載した（表 4）。「専門情報機関
統計」とレファレンスサービスの調査項目
が同一ではないため厳密な比較は難しいが、
大学図書館においては「WWW OPAC提供」
が早くから行われていることが示されてい
る。  
同様に上田による公共図書館におけるデ
ジタルレファレンスサービス導入状況を掲
載した（表 5）。こちらも「専門情報機関統
計」とレファレンスサービスの調査項目が
同一ではないため厳密な比較は難しいが、
2002 年 5月の上田の調査における「調査受
付」普及率と専門情報機関統計 2003 年の
表4 大学図書館の動向
調査時期 1997年3月
割合
（%） 1999年3月
割合
（%） 2001年3月
割合
（%） 2003年3月
割合
（%） 2005年3月
割合
（%） 2007年3月
割合
（%）
大学ウェブサ
イト 未調査 551 91.5 636 97.8 682 99.6 703 99.9 731 100
図書館ペー
ジ提供 191 34.4 382 63.5 506 77.8 600 87.6 632 89.8 662 90.6
WWW OPAC
提供 82 14.8 207 34.4 348 53.5 481 70.2 522 74.1 567 77.6
調査対象大
学数 555 602 650 685 704 731
表5 公共図書館の動向
公共図書館
の種類
ホームペー
ジ
割合
（%） 蔵書検索
割合
（%）
他の図書館
の蔵書検索
割合
（%） 調査受付
割合
（%） 予約
割合
（%）
購入希望受
付
割合
（%） 　　計
都道府県立
図書館 44 93.6 34 72.3 11 23.4 12 25.5 1 2.1 1 2.1 47
県庁所在地
の図書館 38 92.7 23 56.1 1 2.4 1 2.4 4 9.8 1 2.1 41
東京２３区の
図書館 19 82.6 7 30.4 　　- 0 0 2 8.7 1 2.1 23
上田修一「日本の大学図書館，公共図書館とのリンク＋ＯＰＡＣ」による
公共図書館は2002年5月の状況
表6 デジタルレファレンスサービス実施館・都道府県立図書館
電子メール
等による質
割合
（%）
専用フォーム
による受付
割合
（%） 総数
都道府県立
図書館 34 72.3 27 57.4 47
2005年5月伊藤民雄調査による
 
「電子メールによる所属期間内提供サービ
ス」を比較すると、グループＡ、Ｂ，Ｃお
よび総計のいずれの「電子メールによる所
属期間内提供サービス」普及率も、「都道府
県立図書館」「県庁所在地の図書館」「東京
23 区の図書館」のいずれの「調査受付」普
及率をも上回っていた。以上今回の結果と
同じ傾向があると言える。 
 2005年の伊藤の調査 57)によると、都道府
県立図書館 47館のうち 34館（72.3%）で
電子メール等による質問が可能であり、そ
のうち 27館（57.4%）で専用フォームが用
意されていた（表 6）。この結果は 2009年
のグループＡ、Ｂ、Ｃおよび総計のいずれ
の「電子メールによる所属期間内提供サー
ビス」および「ホームページまたはグルー
プウエアによる所属期間内提供サービス」
普及率をも上回っていた。この報告は都道
府県立図書館におけるデジタルレファレン
スサービスの普及率は、専門図書館におけ
る普及率を上回っている可能性を示唆して
いる。ただし都道府県立図書館以外の公共
図書館のデジタルレファレンスサービスの
普及率については調査報告が乏しく、企業
図書館等との比較は困難である。 
 
4.3 他館種との比較のまとめ  
以上により 2009 年までの資料を検討す
ると、公共図書館、大学図書館に比較して
企業図書館のデジタルレファレンスサービ
ス普及率が低いことが示唆された。専門図
書館の代表格とも言える企業図書館におけ
る機関外デジタルレファレンスサービスの
低普及率が、「専門図書館へのデジタルレフ
ァレンスサービスの導入は他の図書館に比
較してすすんでいない」との印象につなが
っているのかもしれない。 
スタッフ数別に専門図書館同士のデジタ
ルレファレンスサービスの普及状況を比較
した場合、スタッフ数の少ない専門図書館
の普及率が低かったことから、スタッフ数
の少なさが企業図書館におけるデジタルレ
表7　スタッフ数別デジタルレファレンスサービス提供機関数（割合）
スタッフ数
2006年 2名以下 3から5名 6から10名 11名以上 未回答 計
所属機関内提供レ
ファレンスサービス
電子メール 118 191 142 193 3 647
割合（%） 27.7 35.7 42.5 45.1 13 37.1
ホームページ・
電子掲示板
28 53 42 78 1 202
割合（%） 6.6 9.9 12.6 18.2 4.3 11.6
レファレンスサー
ビスなし
138 92 31 47 3 311
割合（%） 32.4 17.2 9.3 11 13 17.8
所属機関外提供レ
ファレンスサービス
電子メール 61 127 110 168 2 468
割合（%） 14.3 23.7 32.9 39.3 8.7 26.8
ホームページ・
電子掲示板
14 30 30 63 1 138
割合（%） 3.3 5.6 9 14.7 4.3 7.9
レファレンスサー
ビスなし
194 162 65 91 6 518
割合（%） 45.5 30.3 19.5 21.3 26.1 29.7
総計 426 535 334 428 23 1746
スタッフ数
2009年 2名以下 3から5名 6から10名 11名以上 未回答 計
所属機関内提供レ
ファレンスサービス
電子メール 128 200 152 225 8 713
割合（%） 28.7 39.6 44.2 52.2 22.9 40.5
webサイト 44 60 41 90 4 239
割合（%） 9.9 11.9 11.9 20.9 11.4 13.6
レファレンスサー
ビスなし
142 70 44 31 6 293
割合（%） 31.8 13.9 12.8 7.2 17.1 16.6
所属機関外提供レ
ファレンスサービス
電子メール 66 145 122 216 7 556
割合（%） 14.8 28.7 35.5 50.1 20 31.6
webサイト 26 30 26 69 4 155
割合（%） 5.8 5.9 7.6 16 11.4 8.8
レファレンスサー
ビスなし
221 158 86 70 5 540
割合（%） 49.6 31.3 25 16.2 14.3 30.7
総計 446 505 344 431 35 1761
専門情報機関統計より
ファレンスサービスの普及率の低さに関連
している可能性が示唆された。 
なお「専門情報機関総覧」掲載の専門図
書館総数は 2000年 1874、2009年 1761、
2012 年 1700とほぼ横ばいであったが、企
業図書館数は 2000年 319、2009 年 201、
2012 年 158 と減少していた。（表 2） 
 
4.4 スタッフ数と専門図書館のデジタル
レファレンス普及状況 
 専門図書館、特に企業図書館のスタッフ
数については、大学図書館、公共図書館、
および他の専門図書館に比較して少ないこ
とが指摘されている。そこで 2006年および
2009 年専門情報機関統計 58)を用いて専門
図書館のスタッフ数別デジタルレファレン
スサービスの普及率を比較した（表 7）。 
専門情報機関（専門図書館）をスタッフ
数別に 4 つのカテゴリーにわけてデジタル
レファレンスサービスの普及率をみると、
所属機関内に電子メールによるレファレン
スサービスを行なっている機関、所属機関
内にホームページまたはグループウエアに
よるレファレンスサービスを行なっている
機関、所属機関外に電子メールによるレフ
ァレンスサービスを行なっている機関、お
よび、所属機関外にホームページまたはグ
ループウエアによるレファレンスサービス
を行なっている機関とも、その割合（実施
機関数 /総機関数）はいずれもスタッフ数 2
名以下の情報機関（図書館）でもっとも少
なく、スタッフ数 3から 5名、スタッフ数
6 から 10名、スタッフ数 11 名以上と、ス
タッフ数が増加するにつれて普及率も増加
していた。 
逆にレファレンスサービスを行なってい
ない専門情報機関（専門図書館）の割合（非
実施機関数 /総機関数）をスタッフ数別に 4
つのカテゴリーにわけて比較すると、所属
機関内向け、所属機関外向け、ともスタッ
フ数 2 名以下の情報機関（図書館）でもっ
とも多く、次いでスタッフ数 3から 5名、
スタッフ数 11 名以上、スタッフ数 6 から
10 名、の順に少なくなっていた。 
スタッフ数 2名以下の情報機関（図書館）
が占める割合は、民間企業体設立専門情報
機関（企業図書館）が、全専門情報機関の
中でも大きくなっている（2012年 43.8%）。
企業図書館ではデジタルレファレンスサー
ビスの導入率が低いこと、そもそもレファ
レンスサービス非実施図書館の割合の高い
ことが示唆された。 
 
4.5 専門図書館協議会の「共同レファレン
スサービス計画」―経過と現状― 
 専門図書館協議会の「共同レファレンス
サービス計画」は、専門図書館協議会設立
50 年記念のデジタルレファレンスサービ
スに関連する事業として開始された 59)。 
山本によれば、この計画は、「それぞれの
専門図書館が自館の専門分野以外のレファ
レンスを問い合わせることのできるシステ
ムとデータベースを構築し、これによって
その質問を専門分野とする図書館から回答
を得られると同時にデータベースに蓄積す
ることができるようにしようとするもので
ある。これによって、レファレンス情報の
共有化と活用をはかり、会員の課題解決に
貢献でき、また、専門図書館協議会の優位
性を十分確保できるものと考える 60)。」とあ
る。  
共同レファレンスサービス計画のシステ
ムには、大きくわけて 1）レファレンス要
求、2）レファレンス応答、3）レファレン
ス検索、の 3つの機能があった 61)。レファ
レンス要求とは、自館で回答できない場合
に問い合わせることができる機能、レファ
レンス応答とは、他館からのレファレンス
質問に応答する機能、レファレンス検索と
はシステムに登録されているレファレンス
質問およびその回答を検索することができ
る機能である。 
 同計画のサービスを受ける対象は、「（筆
者注・計画段階では）会員間のみでの公開
を考えているが、会員外へのサービスも検
討しており広く一般公開をする方向にあ
る。」62)とされた。 
 2004年夏の時点でこの「共同レファレン
スサービス計画」に参加を表明したのは約
70 機関と専門図書館協議会の会員数を考
えると少なかった 63)。当初外部企業とシス
テムを開発する予定だったが、2007 年 12
月時点で計画は中断した状態になり（専門
図書館協議会元事務局長、名越正信氏によ
る）、2009 年の時点で「本格的に運用され
るまでには至らなかった」64)ことが確認さ
れている。その後同協議会では、前述の国
立国会図書館のレファレンス協同データベ
ース（レファレンス事例を載せる。直接他
館に質問はできない）に団体として試行的
に参加することとし、2010年 10月 7日か
ら 2012年 9月 30 日までに 45 機関が参加
した。今後、レファレンス協同データベー
スに加入するかどうかは各機関が決めるこ
ととなっている（2012 年 11 月、専門図書
館協議会事務局長、鈴木良雄氏および事務
局、武田亜矢子氏による）。 
 
4.6 専門図書館関西地区協議会加盟館を
対象とした電話による聞き取り調査 
 筆者は、2007年 12 月に専門図書館関西
地区協議会に所属する図書館の館員を対象
に電話インタビュー（聞き取り調査）を行
なった。専門図書館を対象にしたデジタル
レファレンスサービスの導入についての聞
き取り調査は、これが初めてである。質問
紙法による全体調査ではなく、図書館員へ
の聞き取り調査を行なったのは以下の理由
による。 
 1）専門図書館協議会に属する全図書館に
対しては、3 年に一度統計調査が行なわれ
ている 65)ため、同様な質問をして全体の傾
向を把握することは有意義ではないと考え
たためである。2）青柳が行なった企業内専
門図書館の情報専門職を対象に質問紙を用
いてのアンケート調査 66)では、回答期限よ
り 1 カ月を過ぎて未回答の機関には督促状
を送ったが、回収率は 46.8％と高くなかっ
た。3）質問紙法によると、記述された内容
から推し量ることになる。事前にアンケー
トを行った後にインタビューする方法もあ
るが、よほど他の図書館と異なる特徴的な
内容や数値、コメントが記述されている場
合、あるいは調査の目的と合致する典型的
なパターンや調査前には予想もしなかった
ような回答を寄せられた場合以外は、個別
インタビューの意義を見出すのが難しい。 
 今回の聞き取り調査では、専門図書館に
勤務する図書館員の生の声を聞くために、
事前通知をせずに、電話でレファレンスサ
ービス担当者（複数在籍の場合はチーフに
あたる図書館員）にインタビューをおこな
った。こちらの身分と目的を明かしたうえ
でインタビューを依頼し仕事中忙しいにも
かかわらず受けていただくことができた。 
 加盟館を企業体の図書館、専門的な資料
を扱う公共図書館および大学図書館に分け
たうえで、無作為に抽出した。2007年当時、
専門図書館関西地区協議会の団体会員は
75 機関あり、そのうちの 20 パーセントに
あたる 15機関に依頼した。 
15 館中 11館（11名）にインタビューに
応じていただき、4 館から拒否された。拒
否の理由は、いずれもアンケートやインタ
ビューに応えるには、図書館・資料室以外
の部署の上司の許可が必要というものであ
る。  
 回答いただいた 11館は、企業の図書館が
6 館、専門的な資料を扱う公共図書館が 3
館、大学図書館が 2 館である。 
 まず 1）デジタルレファレンスサービス
を導入しているかどうか？どういう形態
か？2）図書館サービス対象者は、組織内の
人か組織外の人か？3）デジタルレファレン
スサービスをはじめとしたレファレンスサ
ービスに関して今後どのような展開を計画
しているか？あるいは希望しているか？ 
を尋ね、電話によるインタビューの形式の
利点を生かして、以後は自由に話していた
だいた。 
 聞き取り調査の結果をまとめると、 
1）11 館中 10館でデジタルレファレンス
サービスを実施していた（91%）。内訳
は、電子メール利用が 7 館、ホームペ
ージ上のフォーム利用が 2 館、グルー
プウエア利用が 1 館、ブログ利用が 1
館であった。（重複回答を含む） 
2）所属機関外にサービスを提供している
機関が 4 館、提供していない機関が 7
館であった。 
3）今後の展開については、現時点でデジ
タルレファレンスサービスを導入して
いない 1館でも、回答した図書館員は
デジタルレファレンスサービス導入に
意欲的であった。既導入の機関のうち
2 館では、さらにデジタルレファレン
スサービスを拡充する意欲を示してい
た。一方 11館中 3館では「（運営にあ
たり）人員が不足している」、2館が「管
理者が（特に機関外への）デジタルレ
ファレンスサービス実施に積極的でな
い」と回答し、これらはほとんどが企
業の図書館であった。なお、1 館では
テレビ会議システムを用いたレファレ
ンスサービスの導入を検討中であった。 
 
4.7 私立大学図書館協議会阪神地区協議
会参加館対象のアンケート調査 
 2007 年 10月、A大学附属図書館はデジ
タルレファレンスサービスを導入する計画
があったことから、他大学附属図書館の実
態を調査し運営・管理の参考とすることを
目的にアンケート調査を行った。その内容
を簡単に紹介する。 
 私立大学図書館協議会阪神地区協議会加
盟の全 35館を対象に、メーリングリストを
通して「オンラインによるレファレンスサ
ービスに関するアンケート」を配布し回収
した。35館中 4館がオンライン（メール等）
による利用相談サービスを実施していた。
本調査は、阪神地区の私立大学を対象とし
ているため、日本全体の私立大学附属図書
館の傾向を示すものではないが、いくつか
の傾向が見られた。 
 ・寄せられる質問の内容 
4 館すべてで所蔵調査に関する質問が
多いという結果であった。メールを利
用したレファレンスサービスにとっ
て最も便利なのが所蔵調査とも考え
られる。 
・オンライン利用相談を実施後の業務上
の変化  
  ひとつの館では社会人学生の急増に伴
い、レファレンスカウンターの閉室時
間帯でも何かできるサービスはないか
というのがきっかけで開始したとして
いる。レファレンスカウンターに来る
必要のない非来館型サービスとして十
分に機能しているとしている。 
・オンライン利用相談の件数・割合 
4 館ともオンライン利用相談件数は多
くなく、2館が全質問受付数の 1%以下
であった。 
 
５．考察および今後の展望 
 今回の調査および既存の資料を用いた検
討によって「専門図書館へのデジタルレフ
ァレンスサービスへの普及率が公共図書館
および大学図書館に比較して低く、普及が
遅れている」ことが示唆された。 
 またその原因として 
1）専門図書館のうち、企業図書館でデジタ
ルレファレンスサービスが普及しておらず、
その原因は、小規模館が多いためかもしれ
ない。  
2）また専門図書館ではレファレンスサービ
スを行なっていない館が少なくない。専門
図書館ではレファレンスサービスを行なっ
ていない館が少なければ、デジタルレファ
レンスサービスが広範に普及することは考
えにくい、という 2 点が示唆された。 
専門図書館では昔からネットワークや相
互協力のニーズが高いが、それは常に自館
の側のニーズ・要素であることが考えられ、
現実に参加できるネットワークはきわめて
限定されたものにならざるを得ない。この
面でも専門図書館がネットワーク化の上で、
大学図書館や公共図書館に比べて遅れをと
るのではないかと危惧される。 
 企業などあらゆる組織に運営の公開性・
透明性が求められる現在、企業図書館をは
じめとする専門図書館が社会的資源である
ことはいうまでもない。筆者の聞き取り調
査からも専門図書館員はデジタルレファレ
ンスサービス導入、拡大に意欲的であるこ
とが示された。企業図書館数の減少という
状況下においても、デジタルレファレンス
サービス導入の波は、専門図書館、ことに
利用者を組織内に限定する傾向がみられる
企業図書館に、あらためてその存在意義と
社会的責任を問い直すきっかけになると考
える。  
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